
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　予定 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３１年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田嶋弘之

全体計画 経費区分 － 内線 3423

事務事業名 6146 技術情報センター管理運営事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 05052800 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050103 労働費・労働諸費・技術情報センター費
科目

事業 010000 技術情報センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

　市民のＩＴスキルアップと企業ニーズに対応した人 　平成27年度から指定管理者制度を引き続き行い、産

材育成を図る。 業支援・人材育成・行政情報の管理機能を有するセン

ターを適正に管理運営し、利用者が快適に利用できる

環境を整える。

　また、電気代をはじめとした光熱費の高騰に加え、

経年

内

劣化により修繕費が増

部

加している。しっかり

評

とし

た支援を行いなが

価

ら、更なる目的達成に

【

向けて努めて

いきたい

二

。

　効果として、市民

次

のＩＴスキルアップと

】

企業ニーズ

に対応した

1

人材育成の拠点となる

頁

ことが期待される。

Ｐ

平

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

成

及び予定

平成27年度

３

　実績 平成28年度　

１

実績

１指定管理者制度

年

の実施 １指定管理者制

度

度の実施

２施設の貸出

　

２施設の貸出

平成29

行

年度　実績 平成30年

政

度　実績

１指定管理者

評

制度の実施 １指定管理

価

者制度の実施

２施設の

事

貸出 ２施設の貸出

平成

業

31年度　予定 令和 

別

2年度　予定

１指定管

シ

理者制度の実施 １指定

ー

管理者制度の実施

２施

ト

設の貸出 ２施設の貸出

実計対象 評価対象



9年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成30年度 平成31年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,767 14,833

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 14,767 14,833

正規職員 0.2 0.2
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 1,430.0 1,430.0

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 1,430.0 1,430.0

内

市民一人当たりの経費

部

0.3 0.3

総額 16

評

,197.0 16,2

価

63.0

（単位：千円

【

）

平成30年度決算　

二

事業費の内訳

主な節 金

次

額 内容

8節  報償費

】

0

修繕料235
11節

2

 需用費 235

指定管

頁

理者委託料12,50

指

0
13節 委託費 12

 

,500

15節 工事

標

請負費 0

19節 負担

 

金補助及び交付金 0

使

名

用料及び賃借料2,0

算

32
その他 2,032

　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成30年度 平成31年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成30年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 技術情報センターの年間延利用者数

算　　式 年間延利用者数 単位 人

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 7,000 7,000
目 標 値

実 績 8,843

指標選定 施設の目的がＩＴ機器を利用した産業支援、テレワーカー等情報技術を活用できる人材の育成、産業人材の育

の 理 由 成及び各種行政情報を発信する市民サービス等の提供であるため。

最終年度 施設の現状を検証する中で年間延利用者数7,000人を確保したい。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成2



委

室」により、今後教育

託

課程で必須となる分野

費

をいち早く講座に取り

1

入れるなど、タ

ーゲッ

5

トを明確にしたサービ

節

スを提供することがで

 

きた。
評   価

・レ

工

ーザー加工機を活用し

事

、「アクリルアクセサ

請

リー、オリジナルゴム

負

印」の作成など、もの

費

づくりの分野で
コメン

1

ト
も新たなターゲット

9

の拡大を図ることがで

節

きた。

・６月の「情報

 

フェスタ」の開催によ

負

り、多くの方に当セン

担

ターの魅力を伝えるこ

金

とができた。

・成果を

補

落とさずにコストを削

助

減する方法はあるか

効

及

 率 性 ・効率性向上

び

に努めているか 変わら

交

ない

・使用料などの受

付

益者負担や補助対象事

金

業の範囲など、財源確

そ

保の余地はないか

・セ

の

ンター内には、市のネ

他

ットワークサーバが常

Ｃ

設しており、電気代（

Ｈ

冷暖房費）の負担大き

Ｅ

い。今後、本サ

ーバを

Ｃ

他施設へ移設するなど

Ｋ

の検討も必要。
評  

個

 価
 

コメント

振り返

別

り（決算年度の取組み

評

課題）

・ニーズが高く

価

、またターゲットを絞

項

った講座の開催など、

目

新たなターゲットを開

評

拓していく必要がある

価

。

・未来を担う子ども

観

達に、是非興味を持っ

点

てもらうよう魅力的な

評

メニューを提供してい

価

く。

・一方、経年劣化

内

により、修繕箇所が年

容

々多くなっている。優

・

先順位をつけ、利用者

市

に気持ちよく過ごして

民

いただけるよ

う、効率

の

的に予算執行をしてい

生

きたい。

命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成31

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

修繕

平

料300
11節 需用

成

費 300

指定管理者委

3

託料12,500
13

1

節 委託費 12,50

年

0

15節 工事請負費

度

0

19節 負担金補助

当

及び交付金 0

使用料及

初

び賃借料2,033
そ

予

の他 2,033

ＣＨＥ

算

ＣＫ

個別評価

項目 評価

　

観点 評価内容

・市民の

事

生命・財産を守るため

業

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

の

か

・行政内部の管理運

内

営上必要な事業である

訳

か

必 要 性 ・市が主

主

体となり実施すべき事

な

業か 普通

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

金

あるか

・目的は結果（

額

施策の目指す理想）に

内

結びついているか

・Ｉ

容

Ｔ機器を利用した産業

8

支援、テレワーカー等

節

情報技術を活用できる

 

人材の育成、各種行政

 

情報を発信する

市民サ

報

ービス等の提供を図る

償

ことができた。
評  

費

 価

コメント

・事業の

1

成果は上がっているか

1

・目標に対する達成度

節

は十分か

有 効 性 ・

 

市民生活上の課題解決

需

に貢献しているか 有効

用

・行政内部の管理上の

費

課題解決に貢献してい

1

るか

・事業の目的が達

3

成できるような事業内

節

容になっているか

・「

 

子供プログラミング教



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

指定管理者として施設の適正な管理を引き続き行うと 指定管理者として施設の適正な管理を引き

内

続き行うと

ともに、A

部

I、IoT、テレワー

評

クなど時代に対応した

価

自 ともに、ニーズが高

【

く、またターゲットを

二

絞った講座

主事業によ

次

り、ニーズへの対応と

】

利用者の拡大を図る の

4

開催など利用者の拡大

頁

を図る。

必要がある。

Ａ

外部評価

次年度以降の

Ｃ

方向性

外部評価コメン

Ｔ

ト

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


